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馬　頭　忠　治
はじめに
　本稿は、昨今、取り沙汰されている大学教育（学士課程）の質保証が何を意味しているのか、
また、それが、授業の在り方、大学ガバナンスの方法、さらには大学経営（財政）の仕方
にどのような質的な転換をもたらすものであるのかを明らかにしようとするものである。
もちろん、この質的転換は、ICT(Information and Communication Technology) の活用に
おいても、当然、問われる問題である。さっそくではあるが、以上の問題を各大学の取り
組みを踏まえながら究明し、求められている新しい大学像を探りたい。
１．大学教育の質保証とは
文部科学省が 2012 年 6 月に示した「大学改革実行プラン−社会の変革のエンジンとなる
大学づくり−」は、2 つの柱と 8 つの基本的な方向性からなる。柱に、①「激しく変化す
る社会における大学の機能の再構築」と、そのための②「大学のガバナンスの充実・強化」
の二つを設定した。まず、この 2 つの柱と 8 つの基本的な方向性から見ていきたい。
まず、①大学機能の再構築として、1. 大学教育の質的転換、大学入試改革　2. グローバ
ル化に対応した人材育成　3. 地域再生の核となる大学づくり（COC:Center of Community
構想の推進）　4. 研究力強化（世界的な研究成果とイノベーションの創出）を設定した。
さらに、②ガバナンスの充実・強化として、5. 国立大学改革　6. 大学改革を促すシステム・
基盤整備　7. 財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施 ( 私学助成の改善・充実～私
立大学の質の促進・向上を目指して～）8. 大学の質保証の徹底推進 ( 私立大学の質保証の
徹底推進と確立 - 教学・経営の両面から -）が打ち出された。
さらに、この「大学改革実行プラン」は、2012 年～ 2017 年を大学改革移行期間と定め、
3 つのフェーズを設けた。すなわち、2012 年を改革開始期とし、2013 年・14 年を改革集中
実行期とした。この期では、改革実行のための制度・仕組みの整備、支援措置の実施が課
題とする。続く 2015 ～ 17 年を改革検証・深化発展期とした。
　本稿で、以上の改革プランの全てを紹介し、それぞれを検討することは困難である。そ
こで、以下、大学の質保証を授業スタイル、大学ガバナンス、大学の財政経営といった 3
つの問題に限って考察していきたい１。
まず、この質保証は、大学教育の質的転換を伴う。とはいえ、こうした類いの改革は、
既に 1991 年より大学の自己点検・評価の法制化から始まっており、各大学で、教育実践、
学習成果などについての自己点検・評価が重ねられてきた。だが、2008 年の中央教育審議
会答申「学士課程教育の構築に向けて」はその方向を決定づけた。
この答申には、「大学教育の質の維持・向上、学位の水準の保証については、一義的には、
それらを提供・授与する大学の責任においてなされる必要がある」と明記された。すなわち、
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「総合的な学習経験と創造的思考力」、「汎用的能力（コミュニケーションスキル，数量的ス
キル，問題解決能力等）などの「学士力」を高め、しかも「学生の学習時間の実態を把握
した上で，単位制度を実質化」すること、さらには、「初年次教育の充実や高大連携を推進」
することなど、質保証を総体として問う 2。
さらに、2012 年 8 月中央教育審議会は、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換
に向けて−生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ−」を答申し、質的転換を
本格化させた。この 2012 年答申は、グローバル社会は、変化が激しく予測困難をともない、
解答のない問題に取り組むことが不可避となった新時代の到来を前提とするものであり、
しかも、新時代の担い手を育成するためには、「社会像を描く知的な構想力」といった、こ
れまでにない主体的な思考力や生涯学び続ける汎用的能力の学修が大学教育に不可避であ
るとの認識に立つものである 3。質保証が大学改革の柱に据えられる理由もここにある。
　そのため、この答申は、①主体的学びのための学長や学部長がチームを組み、カリキュ
ラムを再編することや、②地域社会に対しても、学生の体験活動の機会の提供を求めたほか、
③企業にも学業に専念できるよう採用活動を４年生の夏休み以降に遅らせたりすることな
どを要請する。
答申は順次、具体化され、大学自治を制限し学長のリーダーシップを発揮する指針、学
生の主体的な学びとしてのアクティブ・ラーニングへの注目、さらには大学生の就職活動
開始の延長などの改革につながっている。
中央教育審議会は、2013 年 12 月 5 日に、学長のリーダーシップ確立のために、教授会
の審議事項を①教育課程の変更②学生の身分に関する審査③学位授与④教員の教育研究業
績の審査の 4 つに限定することを答申した。
さらに、就職活動の開始の問題についても変更を加えた。それは学修時間の確保、留学
の促進とも関連するが、2015 年度卒業・修了予定者からの就職・採用活動開始時期を変更
した。広報活動は卒業・修了年度に入る直前の 3 月 1 日以降に開始し、その後の採用選考
活動については、卒業・修了年度の 8 月 1 日以降に開始するものとし、それは、その後、「日
本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）において政府方針として決定された。
さらに、主体的な学びについて、その質保証の観点から、米国などと比べ日本の大学生
の学習時間が短いことが問題であるとし、授業を含めて 1 日 4.6 時間にとどまっている学
生の学習時間の大幅増を目指すべきとした。また、文部科学省は、この答申を受け、学生
の主体的な学びを後押しする大学への補助金配分を優遇する方針を出した。さらに、教員
が一方的に知識を伝える講義形式から、討論やインターンシップ（就業体験）などを通じ
て学生が自ら学びに向かう形式の授業を中心にするよう求める。そこで、答申のこうした
主体的な学びに関わる問題についてもう少し掘り下げていきたい。
２．質保証の一つとしての事前・事後学習と主体的な学修
やはり、注目すべきは、答申が、学士課程教育を質的に転換し、学生に主体的に考える
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力を身につけるためには、まずもって、事前準備・授業受講・事後展開といった学修の徹
底とその時間確保が不可欠であるとしたことである。これは、90 分授業を基礎とするマス
プロ教育を当たり前としてきた多くの私立大学がなおざりにしてきた問題であり、したがっ
て、今後、現行カリキュラムの大幅な変更（＝スリム化）ばかりか、学習支援さらには教
育方法・講義スタイルの大幅な変更が余儀なくされることは間違いない 4。
大学は、そもそも提供する教育サービスの質を保証し向上させる責任を有することは改
めて指摘するまでもない。それは、とりわけ「大学設置基準」に明確である。すなわち、
大学に対し、教育の質や水準を保証するための全学の方針、規定、計画等を定め、学内で
の質保証についての責任体制を明確にすることを求めた。さらに大学評価・学位授与機構
が行う大学機関別認証評価も、「大学評価基準」を改訂し、2012 年度から「基準 8 教育の
内部質保証システム」を設け、大学が内部質保証システムを整備することを強く求める。
具体的には、①教育プログラムについて、その目的、育成する人材像、3 つの方針（ディ
プロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシー）、カリキュラムマップ
やカリキュラムツリーなどによるカリキュラムの体系的構造、学習成果の測定方法などを
定めること、②教育を行う教員や学生支援を行う職員が適切な能力を有していることを確
認すること。③学生が学習を行う環境や資源ならびに学習支援や生活支援などが十分であ
るかを点検すること、④また、質保証活動に学生や卒業者、学外関係者の参加を求め、あ
るいはそれらの者の意見を聴取する体制を整備するなどがその整備すべき項目となってい
る。
とりわけ考慮しなければならない問題は、大学設置基準が、1 単位を「45 時間の学修を
必要とする内容」を標準とすることを定めていることである。すなわち、予習・復習を前
提として、講義及び演習は、15 時間～ 30 時間、実験、実習及び実技は 30 時間～ 45 時間
の範囲で大学がそれぞれ定める時間の授業をもって 1 単位となる。
この基準に従えば、単純計算しても、セメスター週１コマ（15 回）で 2 単位を学修する
ためには、90 時間が確保されなければ単位認定とはならないことになる。しかしながら、
1 回の授業を 2 時間の学修に相当するものとみなしても、15 回で 30 時間しかならない。2
単位を授与するには、不足の 60 時間は予習・復習ないしは事前・事後の学修が必要となる。
大学は、今後、事前・事後学習を前提とする学修をどのように確保し、いかに質保証を
実質的に担保していくのかが問われる。しかも、大学は主体的な学びを基礎とする学習プ
ログラムを編成しなければならない。したがって、問題は、事前・事後学習を組み入れた
主体的な学びのプログラムを各大学がどうつくり、既存の講義とどのように接合させるの
かとなり、かつ、この問題は今や最もトッピクな大学の社会的責任となっている。
さらに、大学教育が国境を越えた学生交流や単位互換が進む中で、質保証が取り沙汰さ
れるようになったことも、無視できない。2005 年、ユネスコ／ OECD は、Guidelines for 
Quality Provision in Cross-border Higher Education で、質の高い教育を提供する国際的
な枠組みの構築や、学生等の保護のために各国の関係者が取り組むべき事項についてのガ
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イドラインを策定した。このガイドラインについて、ここでは立ち入って考察できないが、
文部科学省は、ユネスコ /OECD のガイドラインを踏まえ、情報ネットワークの整備を図
るなどの施策を実施していくとする。早晩、交換留学制度や留学生の受け入れに当たっても、
こうした国際的水準が求められるようになることは確かである。指摘しておきたい。
閑話休題。繰り返すが、中心的テーマは、主体的な学びである。これを欠いては事前・
事後学修も意味がない。このため、答申は、教育を担当する教員の側に対しても、学生の
主体的な学修の確立のための、教員と学生あるいは学生同士のコミュニケーションを取り
入れた授業方法の工夫、十分な授業の準備、学生の能動的な学修など極め細やかな教育支
援を求める。
すなわち、授業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッ
ション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業の受講（教員の直接指導、その中
での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深
化のための探究等）を促す教育などがそれである。そればかりではない。インターンシッ
プやサービス・ラーニング、留学体験といった教室外学修プログラム等の提供といった、
アクティブ・ラーニングの導入が企図される。先の 2012 年の中央教育審議会「新たな未来
を築くための大学教育の質的転換に向けて」は、次のように述べている。少し長くはなるが、
労を厭わないで引用することにする。
「生涯にわたって学び続ける力、主体的に考える力を持った人材は、学生からみて受動的
な教育の場では育成できない。従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教
員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら知的
に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的学習（アク
ティブ・ラーニング）への転換が必要である。すなわち、個々の学生の認知的、倫理的、
社会的能力を引き出し、それを鍛えるディスカッションやディベートといった双方向の講
義、演習、実験、実習や実技等を中心とした授業への転換によって、学生の主体的な学修
を促す質の高い学士課程教育を進めることが求められる」。
このように主体的な学びは、能動的学習（アクティブ・ラーニング）や質問会議（アクショ
ン・ラーニング）など社会的能力を引き出す新しい教育を不可避とする。事実、ワークショッ
プを中心とした「プログラムとしての学士課程教育」という方向性が打ち立されている。
これまでの学部の縦割りや修士、博士課程の連続性を基準に教育カリキュラムを編成する
のではなく、教員、職員との連携、ST、TA の活用、大学と地域・企業の連携、大学間連
携組織（コンソーシアム）の構築、高等教育と初等中等教育の接続（高大連携）などといっ
たプログラムからなる「学士課程教育」を大学教育の基本とする。とはいえ、こうした大
学改革は、これまで支配的であった真理の探究の場としての大学という常識ないしは正統
性を、崩壊させることにもなるが、ここでは問わない。
そればかりではない。学問自体が、日本学術会議が作成している分野別参照基準や、海
外の同様の参照基準（英国の Subject benchmark、QAA Glossary）等との整合性も問わ
馬頭忠治：大学教育の質的転換と ICTの新しい可能性
− 19 −
れるようになった。OECD では、すでに学習成果の評価 (AHELO: Assessment of Higher 
Education Learning Outcomes) のフィージビリティ・スタディを実施している。また、大
学の大衆化のなかで、ディグリー・ミル（ディプロマ・ミル）と呼ばれる、営利目的を優
先し不十分な教育でも卒業証書（ディグリー）を発行する大学への批判は高まってもいる。
ますます、講義内容を構成する学問性と主体的な学びの教育がインターナショナルに問
われ、大学が全体として、いかにマスプロ教育から脱却するかが問われるようになってい
るのである。
さらに、この中央審議会の答申は、大学図書館すら、学習支援に積極的に取り組むよう
に改善する旨の提言をする。これまでも、教育研究活動全般を支えるコンピューター、ネッ
トワーク及びデジタルな形態を含む学術図書資料等の学術情報基盤を整備してきたが、こ
の答申は、「自らが立てた新たな課題を解決する能力」を中心とする学士力の育成のために
は、学生が自ら行う調査、学習のための基礎資料の整備を含む学習環境を充実するとし、
その学習の場として大学図書館の活用さえ、議論されるようになった。
それが、最近、取り沙汰される「ラーニング・コモンズ」の整備である。とりわけ図書館は、
ラーニング・コモンズと呼ばれるスペースを設け、学生が個人ばかりか集団でも自主的に
学習できることが要件となってきた。図書館は、研究資料の保管・利用から学習支援の場
へと自らの機能・役割を強化しようとしているのである。
明治大学では、本棚より学習空間が目立ち、1 階が授業もできる情報リテラシー室、2 階
が会話自由のラウンジ、3, ４階には仕切りのある閲覧室となっている。九州大学は伊都キャ
ンパスに 1 千平方メートル規模のラーニング・コモンズを設ける予定である。もちろん、
図書館とは別棟に専用のラーニング・コモンズの建物を建てるという同志社大学のような
ケースもある。それは、学習支援・教育開発センターなどさまざま部署が連携して学習支
援をすることの効果を考えてのことである。文科省の昨年 5 月の調査では、ラーニング・
コモンズの空間がある図書館は全体の 15％にあたるという 5。
もちろん、指摘するまでもなく、ラーニング・コモンズが必要となるのは、授業の在り
方が変化しているからである。講義を聴き試験にパスして単位を修得するというスタイル
ではなく、課題を設定し解決するという授業が広がり、学生が協働学習することが柱に据
えざるを得なくなったからである。
さらに、この答申は、ICT を活用した双方向型の授業・自修支援の必要も指摘する。恐
らく、今後は、e-ラーニングに留まらず、学習マネージメントシステム（LMS：Learning 
Management System）や学習成果の確認するための e‐ポートフォリオの導入を積極的に
推進し、大学のトータルな情報資源のナビゲーション・システムを積極的に構築すること
が課題となることは間違いない。
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３．大学改革と ICT
３－１．目的としての大学改革－大学教育、大学ガバナンス、財政経営能力の刷新－
　以上から、主体的な学びの重視が、大学教育を大きく変えることは明らかである。これ
までの学問に基礎を置いた教育から、したがって、学生の、専門知識に基づく学部・学科
への帰属、あるいは講座制に基礎を置くのではなく、個人の学習過程をマネジメントして、
必要な社会的能力を実践プログラムによって単位修得させるといったアメリカ型教育へと
変貌しつつあると理解される。
　また、大学の質的転換は、こうした教員中心の知識伝達型から学習者中心の能動的な知
識修得型への移行を意味するばかりではない。高大連携や大学の COC(Center of Commu-
nity) 化、さらには大学生の就職活動開始の延長、また大学ガバナンスや経営に至る大学総
体の転換を惹起し、大きな波紋を投げかける。
とりわけ、リベラルアーツという教養課程を超えて、実質的にどういう市民をどのよう
に育成していくのかといった新しい質保証を喚起し、大学の制度改革を実質化している 6。
つまり、大学の社会的な役割が真理の探究や研究至上主義から市民ないしは社会人形成の
ガバナンス型へと変わってきたと把捉できるのである。大学が以前にも増して、CIC、つ
まり大学が地域センターともなりうるのかが問われるのもそのためである。
　さらに大学改革は、大学の社会的責任を広く求め、財務状況を公開すれば、それで事足
りるという単純なものではない。これまで以上に、大学の教育ミッションと教育内容、さ
らには財政について説明責任を果たし、社会との連携をきちんと引き受け、ある意味、能
動的でなればならない。例えば、中教審「学士課程教育の構築に向けて」は、教育の機会
均等の観点から、奨学金の充実、授業料免減と学習インセンティブを向上させる仕組みを
取り入れることが望ましいとする。
しかも、教育改革に対する国の財政支援は、国の GP 事業を通して行われるようになり、
採択されなければ教育改革の取り組みは各大学の自主判断・自主事業となる。多くの場合、
私大助成が不十分で、大学も大学改革に対する財政的な裏づけを持たないのが実情である。
したがって、大学改革は GP に翻弄され、予算が打ち切られればその事業から撤退し、大
学は元にもどり少しも変わらない。予算の潤沢に持たない大学は、GP 事業を続けるしかな
い。しかも、改革しなければ大学不適合となる。
このように、主体的な学びのための大学改革は、大学を根底から変えていく歴史的な転
換であることは明らかであるが、そうしたなかで、大学改革に着手するどころか、旧型の
経営優先の大学経営、すなわち将来の赤字を解消するためのコストカットの経営しか出来
ない大学が多数、出て来ることになるにも否めない。そうしたコストカット的な大学経営は、
客観的に見れば、大学の質的転換をサボタージュするものと社会評価され、教育の質を転
換できない大学のレッテルが貼られるか、始まっている大学改革の意味さえ理解できない
まま、歴史的な新しい思潮に取り残されていくガラパゴスになる。
ともあれ、大学は、改めて、どのような歴史的で社会的な要請が自らに向けられているの
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かを真正面から受け止め、それに応えるために、自らの大学資源をフルに活用し、高等教
育機関としての責務を果たせる取組みに着手しなければならない。
しかも、文科省は、質的転換のための財政について、基本的には自己責任を求める。す
なわち、財政基盤の確立のために、大学に積極的経営を促し、多元的な資金調達の促進す
ることを求める。つまり、学費と私学助成への依存とコストカット経営ではなく、寄付金
の調達や資産の有効活用、さらにはボランティア・スタッフ、大学間協力、地域支援の組
織化など積極的な大学経営を本格化しなければならないのである。また、文科省は、学校
長のリーダーシップの下、組織的に行われている教育改革を推進する優れた事業に対して
は、「大学改革推進等補助金」を支出する。
そればかりではない。文科省は、以上のような形で財政誘導しながら、大学改革を大学
自治から学長のリーダーシップへの大学経営へと転換させようともする。ますます大学改
革は、トップの財政能力を問い、その能力が伴ってはじめて正当化されるものとなる。し
たがって、コストカット経営といった陥りがちな選択しかできないようでは、学長の権限
や事務局長の発言力を必要以上に肥大化させるだけで、それは教職員の改革インセンティ
ブを喪失させることにつながる最悪の経営となる。その意味でも大学経営は岐路にある。
以上から、新しい学士課程のプログラム化は、大学を総合的に改革するものであること
は容易に理解できる。すなわち、①主体的な学びを求め、教職員と学生との協働、ピア・
サポート（SA、TA 含む）、地域社会との連携、高大連携に支えられた大学づくりへの質
的転換を伴う。また、②この転換は大学自治から大学長のリーダーシップへといったガバ
ナンスの転換に強引に結びつけられていく。さらに③大学財政経営の質的な転換をも伴う。
このように大学改革は、大学のレーゾンデートルそのものを変える。ある意味、アカデ
ミズムの否定でもある。しかも、ICT によって大学改革とその質的転換はより具体性を帯
びる。そこで次にこの ICT 問題の検討に入っていきたい。
すなわち、新しい「学士課程」のプログラムをどのように制度設計していくのか、また、
その場合、そのプログラムを質的に保証していく上で、ICT はどのような可能性をもつも
のなのかという問題について考えていきたい。そして、最後にこれらの検討を踏まえ、こ
れからの大学像を探っていきたい。繰り返すが、新しい大学を模索し実施しなければ、世
間から、質的転換を怠たった、単なる「ディプロマ・ミル」の大学だと酷評されかねない、
といったそんな分岐点に私たちは立たされているのである。でなければ、大学は、教科書
に出席票やレポート用紙をつけるなどして教科書を売りつける、あるいは論文もどきを投
稿させてその本を買わせるといった悪辣教師とさほど変わらなくなる。
３－２．汎用的能力の修学と ICT の可能性
まず、指摘されなければならないことは、ICT も大学の質的転換にそって、その新しい
可能性を探求することが不可避となっていることである。例えば、知識や情報を学生と教
師または設計者の間で共有し、さらにオンライン上にグループを組織し、協働的な活動カ
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リキュラムやプロジェクトを作り上げるとか、また、その前提として、Wi-Fi 接続できる
環境で、Dropbox と Evernote をインストールした iPad をグループに貸与し、学生同士で
情報を共有し積極的に活用し、さらにはコミュニケーションの活性化につなげるといった
利用は既に大学で取り組まれている 7。
また、e-ラーニングのプラットフォームとしてオープンソースの Moodle を利用して連
絡事項や資料閲覧、さらには課題提出することなども一般的な方法となっている。ipad に
ブイキューブ、Skype を活用する方法もある。もっと簡単な方法は、iPad touch を利用し
Twitter で意見をつぶやくという利用の仕方もある。授業は、簡単にリアルタイムでコメ
ントが行き交い、受け身の講義から自由になる。さらに、PBL 活動（後述する）の実効性
を Facebook ページに提供されているインサイト機能というアクセス解析ツールを活用し
つつ、Facebook ユーザーとの連携によって相乗効果を生み出すことは日常的風景になって
いる。
　問題は、ICT によって、どんな主体的な学びの力が修学できるかである。この点を明ら
かにするために、まずは、具体的な取り組みを簡単に見ておきたい。
　東海大学チャレンジセンターは、コミュニケーション能力を高める「集いの力」、問題解
決能力を身につける「挑みの力」、プロジェクト活動でのマネジメント能力を高める「成し
遂げる力」といった科目を開講する。
しかも、それぞれに入門と演習 A、演習 B が用意され、例えば、「集いの力（入門）」では、
自己開示やアサーションなどの講義が行われ、「集い（演習 A）では、グループワークを中
心に合意形成などの演習が行われる。「集い（演習 B）」では、ビデオ編集する。さらに仲
間とともに課題に取り組み実践力を身につける、プロジェクト入門と、プロジェクトを実
践するための知識・技術を身につけるプロジェクト実践が用意される。こうした社会的実
践の力の修学は、グループワークが基本となる。教室も固定式の机、椅子では障害となる。
しかも、3 から 4 人に一台の iPad を利用できるようにし、学内無線 LAN を利用してインター
ネットに接続することが基本条件となる 8。また、iPad は、リテラシー教育はほとんど不
要であり、使いながらアプリケーションを理解できるので、有効であると導入する大学は
多いようである。
さらに、愛知県大府市の至学館大学（旧中京女子大）は、「人間の形成」を「健康力」「知
的視力」「社会力」「自己形成力」「当事者力」で構成されるものとし、その支援システムを、
対面指導をメインに、MoodleとポートフォリオシステムであるMathfia（株式会社ホクコウ）
を統合しカスタム化して構築している 9。
PBL には Project-based Learning（プロジェクト体験型学習）と Problem-based learn-
ing（問題発見解決型学習）の二つがあるが、日本工業大学のように、PBL(Project Baced 
Learning) を地域との連携にもとづき、実際に利用するユーザーのためにソフトウエアを継
続的に開発することを目的とする講義を体系的に、すなわち、1 年から演習に至るまで編
成する学修が実施されている 10。
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また、摂南大学では、PBL 学生プロジェクトは、「前に踏み出す力（アクション）、考え
抜く力（シンキング）、チームで働く力（チームワーク）などの社会人基礎力を身につける
ため、シラバスに組み込まれ全学部生を対象にした正規授業（教養選択科目）となってい
る。しかも、この授業でどれだけ成長したかを学生自身が確認できるように数値化してい
る。「対自己基礎力」として「感情抑制力」「自信創出力」「行動持続力」、さらには「対人
基礎力」として「親和力」「協働力」「統率力」がその対象となり、しかも、それがさらに「親
しみやすさ」「気配り」「対人興味・共感・受容」「多様性理解」「相互支援」から「セルフウェ
アネス」「ストレスコーピング」「主体的行動」など 25 項目に細分化される。その成果は、「少
子高齢化と過疎化」というフィールドの授業で、観光イベントから、伝統行事の復活・継承、
ボランティア活動「なんでもやる隊」、独居老人宅を訪問する「見守り隊」などの活動とな
り、しかも、これらの活動は、農林水産省などが主催する 2012 年度「オーライ！ニッポン
大賞」の審査委員会長賞を受賞した。そればかりか、JICA（国際協力機構）が実施する青
年海外協力隊員となり、31 名が開発途上国で活躍するまでになっている 11。
　次に、共愛学園前橋国際大学（以下、共愛大学と略記）の事例を紹介したい。共愛大学
では、大学教育の場を教室に限定しない。大学全体が学びの場であり居場所にする。それは、
教員と学生という関係ではなく、学生を大学の中心的なメンバーと位置づけ、入学と同時
に大学という教育コミュニティを運営する権利を付与する。むしろ、大学への参加を義務
づけられるのである。管理されるのでもなく、お客様扱いされるのでもない。例えば、セ
クハラ防止対策委員会では、学生が学部長に意見を提出できるといったように自発的に自
由に意見を述べ大学運営に関わり、それぞれの学生は必要とされ大切にされる「学びのコ
ミュニティ」なのである。大学全体が学びの場となりプロセスとなる。みんなで学び合い、
それぞれが育つスチューデント・ファーストの大学なのである 12。
共愛大学では、2010 年 4 月には、すべての学生（約 1000 名）に iPad touch を配布し、「共
愛ユビキタス・キャンパス」が始動した。学生は、配布 2 日後には iPad touch を新入生用
の iPad touch 対応コンテンツを制作し、それを覗き込みながら学内や学生活動の案内をし
た。もちろん、授業登録、出席確認、授業でも利用する。教員はゼミ掲示板、就職掲示板、
卒論掲示板、Blog などから、レジメや資料の閲覧、さらにはプレゼン評価シート、社会人
基礎力シートなどの測定も行う。ピアレヴューにも使われ、人に意見を聞いたり、相談し合っ
たりする。また Twitter は、お互いにコメントする場となり、リアルタイムで授業の感想
が飛び交う 13。
このように ICT はグループワークを支援し、コミュニケーション能力など汎用的な能力
を高めるアクティブ・ラーニングを可能にしていくことは明らかである。しかも、社会的
起業家の育成を教育目的にする大学では、より総合的な支援と仕組みを整えつつある。多
くを紹介できないが、大阪商業大学の「起業教育」の事例を簡単に紹介しておきたい。
大阪商大は、中小企業の集積地、東大坂市に立地することもあり、1998 年度より「起業
教育」に取り組む。その目的は、起業家を育成するというよりは、起業家精神の涵養と企
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業家的資質と能力の育成に置かれる。
この起業教育を拡充するために、2013 年度の「就業力育成支援プロジェクト」では、「学
生成長カルテ」と「学生成長サポート調査」を実施した。前者のカルテは、学生自身が目
標を立て、その達成を自己評価し、教職員がサポートコメントをする。そして、履修と修
得状況などの情報を加味し、個人データーベースとして蓄積する。その上で、サポート調
査を毎年実施し、学生にフィードバックする。また、新しい商品・サービス、あるいはビ
ジネス・モデルのアイディアを競う「ビジネス・アイディアコンテスト」を実施する。さ
らに教員や経営者、税務などの専門家が支援し、かつ事業活動の施設・リエゾン・オフィ
スの提供を受けて活動する学生ベンチャークラブも作られている。
大学が、教育課程を 4 年間継続して起業教育を受講できる特別コース「大阪商業大学ビ
ジネス・パイオニアコース（OBP コース）を設けていることも注目に値しよう。もちろん、
大学院修士課程には、新しいビジネス・モデルの創造と継続的革新を担う人材を養成する「地
域政策学研究科経営革新専攻」を設置する。
それだけはない。大阪商大は、高大連携として「起業教育研究会」を主催し、教員と高
校教員（普通科、商業科、総合科、農業科、工業科）が起業教育に関する情報を交換し、
起業教育の方法について報告、研究する。さらに高校生を対象として新しい商品やサービ
スのアイディアを競う「全国高等学校ビジネスアイディア甲子園」を毎日新聞社と共催し
て実施する 14。11 年目の開催とする 2012 年度のこの大会には、全国の高等学校 184 校から
7,294 件のアイディアが寄せられた。今回のグランプリは、東京都市大学付属高校 1 年生の
「ザ・スマート駅 S プレス」という新幹線内で弁当が購入できる専用アプリケーション開発
に贈られた。
大阪商大は、以上のような取り組みを支える専門的組織として、「リエゾン・オフィス」
の他に「リエゾンセンター」を持つ。大学改革は、既存の教室と教職員というフレームワー
クでは、困難であることは間違いない。こうした新しい教員と職員とは区別される支援メ
ンターとしての専門職員からなる新しい組織は不可欠であることを教える。さらに大商大
の取り組みからは、起業論はそうした新しい大学でしかできない代表的な科目であると考
えられる。そもそも、起業自体が新しい社会やこれまでにないビジネス・プラットフォー
ムを到来させるほどのインパクトがあるものであり、Leaders of Tomorrow という、世界
中の学生、若手起業家、学者らが集まるシンポジウムが、毎年 5 月　St.Gallen（東スイス）
で開催されるほど、世界的な潮流になっている。
また、起業家を養成する機関も変わっていく。例えば、フランスの起業家 Xavier Niel は、
「42」というコンピューター専門学校をパリに創設したが、注目すべきは、次の点にある。
すなわち、入学条件は、18 − 30 歳であることだけで、受験料は一切かからず、学歴も問
わない。さらに何かを教える指導者たる教師もいない。学生たちは力を合わせて問題を解
決するなかで学んでいく。また、こうした学生を迎えるため入試は、4 か月かける。募集
人員 800 名に対して応募者は約６万人という 15。
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３－３．ICT のさまざまな利用
そればかりではない。ICT は教育全体を変えていく。そのいくつかを紹介しておきたい。
佐賀県武雄市の小学校では、「反転授業」が試行され、来年 4 月から順次、市立小中学校
に導入される計画である。この「反転授業」とは、教師が作り込んだ動画、将来にはネッ
ト上のコンテンツを活用する予定であるが、それを学校のサーバーからタブレット（多機
能携帯端末）にダウンロードして生徒に持ち帰らせる。そして、特定の課題に関する動画
を自宅で見て自分なりに解釈をする。そして、その上で、授業に臨み、個人のレベルと条
件に合わせて授業する＝復習するというものである 16。
教師が教科書をもとに黒板を使いながら解説し、生徒はその場で理解できるように予習・
復習するというスタイルすら変わり始めた。さらに、これとの関連で、汎用的能力の学習
とは直接、結びつかないが、タブレット活用の通信教育サービスは、個人別教育を可能と
して学修方法の大きな変更となっている。既に、ジャストシステムは、小中学生にタブレッ
トを活用して個人の理解度や進捗状況に合わせた問題を配信する。ベネッセコーポレーショ
ンもタブレットでライブ授業を提供し、生徒の解答に合わせ、質問を受けつけながら柔軟
に講義をする。IT ベンチャーのマナボは、「スマホ家庭教師」というサービスを提供する。
分からないところをスマートフォンで撮って専用のアプリで投稿し、登録されている家庭
教師を選んだ上で、授業が始まるというものである 17。
こうした教育サービスの提供は、違った形であるが、大学でも始まっている。米国で
急速に広まっている大学講義のネット無料配信サービス、MOOK(Massive Open Online 
Courses) がそれである。この公開オンライン講座ムークは、2012 年に誕生し、今年に入っ
てからは、どう活用すればより効果的な教育が実現できるのか、また、より低コストで教
育が提供できるのかについての試行錯誤が本格化した 18。
ムークは One Size Fits All の万能型の講座でもあるが、従来の e-ラーニングとは異なる。
e-ラーニングはネット上に教材があり、自分で学習するスタイルが基本であったが、ムー
クは、世界中に同じ授業を聴講する学生とネットで討論する（ディスカッション・ファー
ラム）とか、意見表明と自己紹介などを You Tube に投稿し、受講生同士で採点し合うといっ
た自由参加も可能とする。もちろん、正式な単位認定にはならないが修了証ももらえる 19。
何より、著名な研究者による無料講義に世界中から学習意欲の高い受講生が集まる。それ
自体が、ビック・データーとなる。
ムークを実施するのは、MIT とハーバード大学が設立した教育機関 edX ばかりではな
い。ベンチャー企業も主幹する。スタンフォード大学の人工知能研究所の研究員が創設し
た Udacy は、「プログラム言語」「統計学入門」、「起業方法」など約 20 講義を無料公開し、
100 万人の受講生を集める。そして、受講生の受講歴と履歴書をもとに就職先を斡旋、仲
介する人材派遣ビジネスも行う 20。
確かに、ムークは多くの人が自由に大学教育にアクセスするという点からすれば、明ら
かにパイロット事業のレベルではある。だが、今後、ムークが主で、大学講義はその補修
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となるとか、また、同じ分野・テーマの教員の仕事を奪うことになるアウトソーシングの
可能性など教育方法や教員の雇用形態にも大きな影響が出る問題であることも確かである。
日本でも、ムークを提供する「日本オープンオンライン教育推進協議会」（JMOOC）が
2013 年 10 月に発足した。これによると大阪大学、京都大学、九州大学、東京大学、慶応義塾、
国際教養大学、明治大学、立命館大学など 13 校が 2014 年度開講を決めている。
高校では、先にも紹介したような「ビジネスアイディア甲子園」、さらには日本政策金融
公庫が主催する「高校生ビジネスプラン・グランプリ」も 2013 年から開催されている。何
より、2013 年の全国大会で 21 回目を迎えた、最も歴史のある全国高等学校生徒商業研究
発表大会は、「商業を学ぶ生徒が授業で学んだものを基礎として、自らビジネスに関する課
題を見出し、その課題解決のための調査や研究活動を積み重ねていくことを通じて、問題
解決能力や創造的学習台と、表現力やコミュニケーション能力を養っていく」と自らのミッ
ションを語り、この取り組みは高まるばかりである 21。
　指摘するまでもなく、こうした高校生による取り組みは、単なるビジネス・プランを競
うのではない。自ら企画・製作・販売するというプロセスに着手し、またさまざまな支援
を受けながらも、ビジネスや社会貢献の精神と方法を学んでいくものである。とりわけ、
注目すべきは、身近な地域の商店やコンビニや工場、さらには自治体などの協力を得るこ
ともあるが、Web 上に仮想商店をオープンさせ、いきなり NB（ナショナルブランド）の
商品を開発するとか、その売上金を基金にして途上国への支援を展開するケースも多いこ
とである。中には、カード会社 VISA が提供する Kiva のトライアル制度を使ってマイクロ・
ファイナンスを試みた高校生もいる。もちろん、地域観光のために、インターネット上で
アクセスが可能な iPhone アプリを開発し、情報発信する取り組みもある。
　とくに「楽天市場」「Yahoo! ショッピング」「DeNA SHOPPING」というサイトを利用
するケースが目立つ。企画と開発が出来れば販売のための自前の店を持たなくとも、全国
展開できる。楽天の出店料は、売上に応じた従量課金制を取るが、ヤフーはネット通販の
出店費用と売上手数を全面無料にしている 22。また、楽天は、2008 年から商業高校などを
中心に電子商取引を教える「楽天 IT 学校」を始め、導入校は 40 校になる 23。
　このように ICT は既存の生産と消費の仕組みやビジネス・モデルないしはそのプラット
フォームを大きく変え、教育スタイルの変更を迫る。無料通話アプリ「LINE」もネット通
販に参入し、「LINE モール」を立ち上げる。「これいいね」「これ買わない」といった新し
いスタイルの消費時代が来るとも言われる。さらに、クラウド型ファンデーションはさら
に広まるであろうし、またエイスが運営する「WEMAKE」のようなアイディアのある人
とスキルのある人をマッチングさせ、購入予約が採算ラインになると生産に入るといった
Design to Order が可能となる 24。
　以上のように、今後、教育における ICT の可能性は、ますますビジネス・モデルやプラッ
トフォームの変化と密接に関連していき、その影響を無視できなくなる。教員と教育界の
力が弱ければ、教育の本質まで見失いかねない。この点を踏まえて、最後に大学教育の原
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点を確かめ、本稿を閉じていきたい。
おわりに
以上、大学改革をめぐって、その動向と取り組みの実状を紹介してきたが、何より理解
すべきは、主体的に学ぶ教育に一般的なモデルがあるわけではないということである。も
ちろん、ICT が不可欠であるということでもない。
事実、NHK テレビで放映され、翻訳本もある「ハーバード白熱教室」でのマイケル・サ
ンデル教授の「正義」を見ても、あれほどの人数と難題にも拘わらず、教授と学生は、あ
たかも一対一で向かい合っているかのような講義は可能である。伝統的な講義スタイルで
も、専門性に基づいて、能動的で主体的に関わり、しかも課題発見と解決があり、ディスカッ
ションも意思疎通も保証する教育ができるのである 25。その意味では、教育力は、どんな
方法であれ、一人ひとりの教員がどう学生と向かい合うかにかかっていると結論づけても
よい。
もちろん、地域に学び、地域を担う力を育てるには、大学は教室を超えた独自のフレー
ムワークを持ち、地域と連携しなければならないことは言うまでもない。また、そうした
地域連携ができ、また、SNS を駆使すれば、今日にふさわしい大学ギルドを築くことが可
能であることも確かである。しかも、この大学ギルドの形成は、共愛大学から教えられる
ように、これまで以上に重要なテーマとなっている。
さらに、金沢大学のように、ICT 教育を学生クルーとの協働によって開講していけば、
教育の刷新ばかりか、単に経営コスト問題をクリアーできるだけではなく、ホームページ
作成であれ何であれ、標準的なプログラムを提供する専門業者よりも、クオリティの高い
ものも提供できる。金沢大学では、2004 年から学生にノート型パソコンを必携させ ICT 教
育を推進してきたが、今では、アルバイトの「学生クルー」が e-ラーニングの教材（講義「大
学・社会生活論」）の作成やホームページの作成、さらには、さまざまな行事の取りまとめ
を担当する。もちろん、FD・ICT 教育推進室のスタッフが「学生クルー」を逐次サポート
する。しかも、それは単なるサポートではない。教員は教材作成の依頼者となり、かつ依
頼主として教員は打ち合わせに参加しながら「学生クルー」が教材をつくるのである。そ
うした「教員」−「支援教員」−「学生」という大学プラットフォームが出来上がってい
る 26。もはや、大学は、教員と学生が教室で向かい合って教え教えられる関係ではなくなっ
ている。
さらに、これに倣えば、例えば、大学の広告を学生クルーと教員と支援部局の専属教員
のコラボで製作すれば、それは peer でもある高校生に届く魅力ある CM ができよう。通
常、学生減を食い止めるために広告宣伝に費用をかけるのが常識であるが、これを外部の
専門会社に発注するのではなく、大学ギルドで対応する。事務局長や関係部局が、CM の
ため、どの会社にいくらで発注し、どのくらいの効果があったかをチェックすることが大
切ではなく、金沢大学などで行われているように、大学資源をいかに活用して地域に届く
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メッセージを自らの力で発信するかがテーマとなる。CM を大学事業にし、学生クルーの
力を教育的に動員することである。それは、安上がり経営のためではない。条件が整備さ
れれば、CM づくりは立派な教育となるということである。しかも、それは学生の誇りも
つくる。　
　以上から見ても、こうした内製力のある大学ギルドを形成することが、大学教育と大学
経営のイノベーションにつながることは間違いない。そして、教室に限らず、キャンパス
に一人ひとりの学生の出番があり、またそのように意識的に設計・運営されることになれば、
教職員の誰もが多様な連携、協働し合ってキャンパス・ライフをエンジョイできるはずで
ある。
しかも、そうした大学資源が地域社会に開かれれば、協働や連携はさらに広がる。先に
紹介した前橋大学の「共愛ユキビタス・キャンパス」や大商大の社会的起業の取り組みは、
その先進例である。そうした大学になれば、地域からの大学評価が高まるだけではなく、
大学は地域の社会的資源（ソーシャル・キャピタル）となって、地域を支え、地域から支
えられる大学になる。
昨今の大学事情を踏まえて言えば、大学が、自らの利益と安定を求める内的に閉じたシ
ステムであろうとすればするほど、大学のレーゾンデートルを自ら失う、そんな時代となっ
ているのである。自らをオープンにし自らの資源を最大限に活用できない大学は、財政難
に陥り、教職員のやる気を削ぎ、その成立基盤を喪失していくことは容易に想像できよう。
大学は、地域を担う市民を育成する COC(Center of Community) となり、地域は積極的に
その仕事を大学に任せるようになって、はじめて大学は大学となり、倒産しない大学とな
るのである。
だとすると、大学は地域と共に人を育てる大学事業体 (University Enterprise) に質的に
変わることが、求められる方向であると結論づけられよう。採算条件も、大学が大学をオー
プンにし、さまざまな連帯・協働を通じて支援関係をどれだけ構築できるかどうかといっ
た大学の社会化に関わるようになっているのである。大学自らが地域のオープンソース・
開放系の地域資源となり、地域の価値と誇りを協同生産するようになってはじめて新しい
大学経営が始動するのである。
もちろん、大学改革は始まっている。玉川大学のような、カリキュラムを事前・事後学
修を前提にして編成し、汎用的能力の育成に取り組む大学も出てきた。注目に値しよう。
最後にこの単位の実質化の取り組みを紹介しておきたい。玉川大学では、大学設置基準を
遵守するために、1 日 8 時間の学修をめやすにし、履修登録の上限を半期 16 単位に設定す
る。そのために、できるだけ多くの科目を履修し単位を修得するのではなく、自分の能力（21
世紀社会を自ら切り開く能力）を開発するための学修するために自学自習を前提とする履
修科目を用意する。もちろん、GPA(Grade Point Average)2.00 以上というグローバル・ス
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タンダードをクリアーする卒業システムを確立する。実際の学修は以下の通りとなる。
火曜日 水曜日
9:00-10:00
授業 English 「比較文化論」の予習
10:00-11:00
11:00-12:00 English の復習・課題
（TA による指導）
授業「会計学」
12:00-13:00
13:00-14:00 昼休み 昼休み
14:00-15:00 「一年次セミナー」の予習 「会計学」の復習
（SA との協同学習）15:00-16:00
授業「一年次セミナー」
16:00-17:00 「一年次セミナー」の復習
17:00-18:00
「会計学」の予習 クラブ活動
18:00-19:00
学修時間 9 時間 7 時間
しかしながら、いま、さらなる積極的な大学改革が求められている。それは新しい大学
をつくるという歴史的な挑戦でもある。その基本は、繰り返すが、学生は管理される対象
でも、アフターケアするお客様でもなく、あくまで、大学の原像でもあるプラトンのアカ
デミヤが教えるように、大学生が大学という教育コミュニティの中心メンバーであり、運
営主体でもあるという原点に立ち返って、大学を総体として改革していくことである。こ
の原点の現代化こそが、今、求められている大学改革の本質であり、この意味でのスチュー
デント・ファーストにもとづく大学づくりが基本とされなければならない。
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